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【概要】 

 【概要】 

 本研究は、上肢障害（ULD）を有する労働者を対象に、通常の医療的対応に加え
て⼈間⼯学的介⼊を⾏うことが、就労時の⽣産性低下に及ぼす効果を検証したラン
ダム化⽐較試験である。介⼊では、医師による上司との連携に加え、理学療法⼠が
職場を訪問し、作業環境、使⽤する⼯具・機器、作業姿勢、作業ペース、休憩の取
り⽅などを評価したうえで、労働者・上司と改善策を協議した。対照群には通常の
医療的対応が提供された。 

 222 名が適格性評価を受け、45 名が除外され、177 名（介⼊群 91 名、対照群 86
名）がランダム化された。⽣産性低下は、直近の勤務⽇における作業の「質」と
「量」をそれぞれ 0〜10 点で⾃⼰評価し、［1−（質／10）×（量／10）］×100％
として算出した。ベースライン時の⽣産性低下の程度は介⼊群 13.8％、対照群
17.9％であった。8 週後には群間に有意差は認められなかったが、12 週後には⽣産
性低下を認めた者の割合（25.0％対 51.3％）、⽣産性低下の程度（6.8％対 18.4％）
のいずれも介⼊群で有意に低かった（いずれも P=0.001）。 

 介⼊効果は、ベースライン時の⽣産性低下が 0〜20％の対象者で認められ、20％
を超える対象者では有意な効果は認められなかった。また、介⼊群の 92％で理学療
法⼠による職場訪問が実施され、412 件の改善策が特定された。その内訳は、セル
フケア・作業姿勢・⼯具等に関する指導が約 60％、今後実施予定の改善策が約
25％、訪問時に実施された即時的な環境変更が約 16％であった。 

 以上より、通常の医療的対応に加えて早期に⼈間⼯学的介⼊を⾏うことは、ULD
を有する労働者の⾃⼰申告による⽣産性低下の改善に有効である可能性が⽰され



た。⼀⽅、疼痛強度そのものには群間差が認められず、⽣産性の改善には疼痛軽減
以外の要因も関与している可能性が⽰唆された。 

 

【解説】 

 本研究の特徴は、疼痛や⾝体症状そのものだけでなく、「ULD を抱えながら、仕
事をどの程度遂⾏できているか」という「プレゼンティーイズム」の観点で、職場
への介⼊効果を検証した点にあります。 

 本研究の介⼊は、理学療法⼠による職場訪問だけで完結するものではなく、医師
による上司との連携、理学療法⼠による職場評価、労働者への指導、上司との改善
策の協議などを組み合わせた複合的な介⼊でした。理学療法⼠は、作業環境、⼯具
・機器、作業姿勢、作業に必要な⼒量、作業ペース、休憩の取り⽅などを評価し、
労働者と上司に具体的な改善策を提案していました。先⾏研究（１（２でも早期復帰に
向けて統合的な多職種連携の重要性が指摘されていましたが、理学療法⼠が⾝体機
能や姿勢を評価するだけではなく、労働者・上司・産業医等と連携し、職場で実⾏
可能な対策に繋げる役割を担っていた点が特徴的です。 

 介⼊による⽣産性改善は 8 週後には明確な群間差を⽰さず、12 週後に有意となり
ました。この背景として、環境調整の⼀部が実際に導⼊されるまでに時間を要した
ことなどが考えられます。また、疼痛強度そのものには群間差が認められなかった
ことから、⽣産性の改善は単純な疼痛軽減だけでは説明できず、作業⽅法や作業ス
タイルの調整、職場環境の改善など、痛み以外の要因（３が関与した可能性がありま
す。 

 ⼀⽅で、介⼊効果はすべての対象者で認められたわけではなく、ベースライン時
の⽣産性低下が 20％を超える対象者では有意な効果が認められなかったほか、恐怖
回避思考が低い対象者では介⼊効果が認められた⼀⽅、⾼い対象者では明確な群間
差が認められませんでした。本研究は、症状や⽣産性低下が重度化してから対応す
るのではなく、⽐較的早期の段階から職場環境や作業⽅法に介⼊することの有⽤性
が⽰唆されました。 

 本研究から、上肢障害に対する産業保健上の対応では、「症状を軽減する」だけ
でなく、「症状を抱えながらも仕事を継続し、能⼒を発揮できる環境を整える」と
いう視点が重要であることが⽰唆されます。特に、医療職が職場の実際の作業を把
握し、労働者・管理者と協議しながら具体的な改善に繋げる、という視点は、産業
理学療法における職場介⼊を考える上で参考になると考えます。 
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